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り設備投資に代替する手段と

の 化は，雇用，設備

化への傾斜は，１期前

よって生じる。雇用が及ぼす

行動が 化をうながすこ

をもたらす。 化が利益

２期前の 化の促進は

して活用されている。

投資（ ％有意水準），設備廃棄

の雇用減，２期前の雇用増と

影響は，１期前の方が強い

とになる。２期前の

獲得手段として位置づけられ

，設備投資を抑制し，

に規定され，雇用と利

設備投資拡大，全期の

。傾向として，省力化型

化の促進は，雇用を減少

ている数少ない現象が

―

認められる期間

．木材

全期の木材の

この全期と同一

後半の木材につ

である。

化は，雇用を規定する

の規定関係が認められる期間

いては，検証結果が利用でき

（ ）

にすぎず，いかなる要因に

は，やはり存在しない。な

ない。 年代の木材の ―

よっても規定されない。

お， 年代前半と 年代

化を規定する要因はみ



られず，その

が，雇用を拡大

行する傾向が認
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化は雇用（ ％有意水準

させる傾向をもつ。集計デ

められる。

学（第 巻・第１号）

）を規定するだけである。２

ータを踏まえると， 化の

期前の 化の進展

抑制が，雇用削減に先

．紙パ

紙パの全期の

の規定関係は，

益に規定され

益，３期前の増

化は，増

化は，利益に規定され

いかなる期間にも認められな

，雇用（ ％有意水準）を規定

益が 化を進展させる。

減益下で設備投資に代替する

るが，その 化は効果

い。 年代前半の紙パの

する。１期，２期前の設備投

利益が及ぼす影響の大きさ

役割を果たしているが，２期

をもたない。全期と同一

化は，設備投資と利

資の抑制と１期前の減

は，ほとんど同じである。

前の 化の推進は，

間接部門の雇用

年代後半

しない。１期前

ている。

年代にな

棄，利益に規

２期前の雇用の

を拡大させる傾向を有する。

には，紙パの 化は，雇

の雇用減が 化に傾斜

ると，紙パの 化は，雇

定されるようになるが，

縮小と設備投資拡大，１期，

用（ ％有意水準）に規定され

させる。 化の役割は，雇

用（ ％有意水準），設備投資

化が他の要因を規定するこ

２期前の設備廃棄抑制，そ

るが，他の要因は規定

用の代替手段に変わっ

（ ％有意水準），設備廃

とはない。 化は，

して３期前の増益によっ

て促進される。

．印刷

印刷の

係と同じ関係を

すべてに規定さ

備投資増，１期

うながす。雇用

増益を基盤とする省力化型の

化の全期の規定要因は，利益

示す期間はない。 年代前半

れ，利益を規定する。１期前

前の設備廃棄拡大と３期前の

が及ぼす影響は，単年度では

設備投資拡大行動が

であり，設備廃棄と利益を

には，印刷の 化は，

の雇用拡大と２期，３期前

その抑制，および１期，３

１期前が強いが，相対的に

化を押し進める。

規定するが，この規定関

雇用，資本設備，利益の

のその削減，２期前の設

期前の減益が 化を

は，２期，３期前の負の

影響の方が強い

が，傾向として

っている。１期

影響は３期前の

年代後半に

規定され，設

雇用増と２期，

。設備廃棄が及ぼす影響は，

，印刷では，減益下で，省力

前の 化の促進，３期

方が強いことから， 化

ついては，検証結果が利用で

備投資（ ％有意水準）と利益

３期前の増益によって進展さ

３期前の方が大きい。整合

化型の生産能力拡大行動が

前のその抑制は利益に結実す

が進むと，減益を招く可能性

きない。 年代の印刷の

を規定する。 年代の

せられる。１期前の

的な説明は困難ではある

化進展の契機とな

るが， 化が及ぼす

が高いとみられる。

化は，雇用と利益に

化は，１期，２期前の

化の進展は，設備投資を

―

拡大させるが，

同時規定関係を

化が利益

．化学

化学の全期の

１期，２期前の 化への

みせる数少ない業種のひとつ

獲得の手段とされていたとは

化の規定要因は，雇用

（ ）

傾斜は減益をもたらす。印

ではあるが， 年代前半に

いえない。

であり，雇用と設備廃棄を ―

刷は 比率と利益が

も，また， 年代にも，

規定する。全期と同一の



規定関係は，

年代前半

水準）を規定す

化の規定要因 パネルデー

年代に認められる。

には，化学の 化は，資

る。１期，２期前の設備投資

タによる先決性の検定（伊藤・道

本設備と利益に規定され，雇

縮小と設備廃棄拡大，１期前

明・井澤）

用と設備廃棄（ ％有意

の増益，２期前の減益

が化学の

を縮小する行

る。

年代後半に

する。１期前の

用増を招く。生

員増をもたらす

化を進展させる。利益が及ぼ

動が， 化を進める傾向が

なると， 化は設備投資

設備投資拡大と設備廃棄縮

産能力拡大行動が 化

戦略として利用される。

す影響は，２期前の方が強

ある。 化は資本設備に

（ ％有意水準）と設備廃棄に

小が 化を促進し，全期

への契機となり， 化の進

い。減益下で，生産能力

代替する手段とみられ

規定され，雇用を規定

の 化への傾斜が雇

展は，間接部門への人

年代の化学

用の縮小が

棄を抑制し，３

３期前の方が大

伴いつつ設備の

．石油

の 化は，雇用に規定さ

化を招き，２期前の

期前の 化への傾斜は，

きい。 化は雇用に代替

操業度を高める手法として利

れ，雇用と設備廃棄を規定

化の促進は，雇用を抑制し

設備廃棄を拡大させる。設

する手段として進展させられ

用される傾向にある。

する。１期，３期前の雇

，１期前のそれは設備廃

備廃棄に及ぼす影響は，

，その進展は雇用減を

石油の全期の

同一の規定関係

れ，設備廃棄

制が 化を

期前の 化

化は設備

年代後半の

を規定する。１

化は，利益に規定され

をみせる期間はない。石油の

（ ％有意水準）と利益（ ％

うながす。人員の間接部門へ

の促進は，設備廃棄を拡大さ

の操業度を高めつつ，利益を

石油の 化は，設備廃

期，２期前の設備廃棄拡大，

，雇用と設備廃棄を規定す

年代前半の 化は，

有意水準）を規定する。２期前

の配置と設備投資抑制が

せ，２期前のそれは，利益

確保する手段として利用され

棄に規定され，雇用，設備投

すなわち，操業度を高めよ

るが，この全期の関係と

雇用と設備投資に規定さ

の雇用増と設備投資抑

化の契機となる。３

を増加させる傾向をもつ。

る傾向にある。

資（ ％有意水準），利益

うとする行動が 化

に傾斜させる。

を増加させ，１

年代には

定する。１期前

規定関係は 年

動向が直截利益

１期，２期前の 化の推

期前の 化の促進は利益

，石油の 化の規定要因

の 化への傾斜は，設備

代前半と基本的に同一であ

の増減に反映する産業（業種

進は，雇用を拡大させ，２

をもたらす。

は認められず，設備廃棄（

廃棄を抑制させ，２期前の

る。石油は全期を除く各期間

）である。

期前のそれは，設備投資

％有意水準）と利益を規

それは増益を招く。この

に共通して， 化の

―

．ゴム

ゴムの

られる期間は

れ，雇用と設備

生産能力不足を

らすが，２期前

化は，全期では，設備廃棄に

存在しない。 年代前半のゴ

投資を規定する。２期，３期

補う手段として 化が利

のそれは設備投資を抑える

（ ）

規定され，雇用を規定する

ムの 化は，設備投資

前の設備投資拡大が

用される。１期前の

。 化は，設備投資に代替 ―

が，同一の規定関係がみ

（ ％有意水準）に規定さ

化をうながす傾向があり，

化の進展は雇用増をもた

し，間接部門重視の人



員配置をもたら

年代後半

定する。２期前
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す経営行動の呼び水となって

には，ゴムの 化は，雇

の雇用削減と全期の設備廃

学（第 巻・第１号）

いる。

用と設備廃棄に規定され，雇

棄抑制が 化を進める。

用（ ％有意水準）を規

化は生産能力を維

持しながら，雇

年代になる

雇用縮小と設備

け皿となってい

．窯業

窯業の全期の

用に代替する役割を果たすこ

と，ゴムの 化は，雇用

投資拡大が 化を進展

る。だが，２期前の 化

化は，雇用，資本設備

とになる。

と設備投資に規定され，雇

させる。 化は省力化型の

の促進は，雇用拡大という

とそれぞれ同時規定関係に

用を規定する。１期前の

設備投資拡大行動の受

役割を担っている。

あるが，細分化した期間

には，同一の関

（ ％有意水準）

期前の設備廃棄

棄が及ぼす影響

つつ，雇用を減

化への傾斜が，

する役割を果た

係は認められない。 年代前

に規定され，設備廃棄を規定

拡大，２期，３期前の設備廃

は，相対的に２期，３期前

じるという経営行動が展開

設備廃棄を拡大させること

している。

半には，窯業の 化は

する。その 化は，１期

棄抑制，２期前の増益によ

が強い。 化は，増益を機

されるときに進められる傾向

から， 化は生産能力の更

，雇用，設備廃棄，利益

，２期前の雇用減，１

って促進される。設備廃

に，生産能力を維持し

にある。２期前の

新あるいは縮小を促進

年代後半は

い。３期前の

を担わされてい

年代の

化をうな

大させ，設備投

化の促進

期間の 化

，窯業の 化は，設備投

化の進展は，設備投資を

る。

化は，雇用に規定され，

がし， 化は人員不足を

資を縮小させるが，３期前の

は，設備廃棄を抑制する。設

は，間接部門にも人員を配置

資を規定するだけで，いか

抑制し，その 化は，

雇用と資本設備を規定する

補っている。１期前の

それは設備投資を拡大させ

備投資に及ぼす影響は，３期

しつつ，生産能力拡大行動

なる要因にも規定されな

設備投資に代替する役割

。２期前の雇用拡大が

化の進展は，雇用を拡

，また，２期，３期前の

前の方が大きい。この

を進める手段としての性

格を有している

．鉄鋼

全期の鉄鋼の

られる期間は，

する。２期，３

させる。

。

化は，いかなる要因と

存在しない。 年代前半の鉄

期前の雇用増が 化を促

化は，雇用拡大によってまず

も規定関係を有しない。こ

鋼の 化は，雇用に規

進し，１期前の 化へ

生産能力不足を補い，設備投

の全期と同一関係が認め

定され，設備投資を規定

の傾斜は設備投資を拡大

資につなげる役割を担

―

っている。

年代後半

資，設備廃棄を

り， 化は

せ，２期前のそ

る。設備投資に

の鉄鋼の 化は，雇用，

規定する。１期前の雇用縮小

雇用と設備投資に代替する傾

れは，設備投資を増加させる

及ぼす影響は，２期前が若干

（ ）

設備投資（ ％有意水準）に規

と３期前の設備投資抑制が

向をもつ。全期の 化の

が，３期前の 化の促

強い。さらに，１期，２期 ―

定され，雇用，設備投

化をもたらしてお

推進は，雇用を拡大さ

進は，設備投資を抑制す

前の 化への傾斜は，



設備廃棄を抑制

する行動を展開

年代になる

化の規定要因 パネルデー

する。 化は生産能力を

する契機の役割を果たしてい

と，鉄鋼の 化は，雇用

タによる先決性の検定（伊藤・道

拡大あるいは維持しつつ，人

る。

に規定されるだけで，他の

明・井澤）

員を間接部門にも配置

要因を規定することはな

い。２期前の減

しく， 化

．非鉄

非鉄の全期の

す期間はない。

棄を規定する。

員，３期前の増員が 化

は雇用の調節弁となっている

化は，設備廃棄に規定

年代前半の 化は，非

１期前の設備投資減と設備廃

を促進するが，雇用が及ぼ

。

され，設備投資を規定する

鉄では，資本設備と利益に

棄増，１期，２期前の減益

す影響の大きさはほぼ等

が，同一の規定関係を示

規定され，雇用と設備廃

が 化を進める。減

益下での生産能

の 化の進

生産能力を維持

年代後半の

なくなる。２期

用が及ぼす影響

不足を補ってい

力縮小行動が 化を促

展は雇用増をもたらし，１

しつつ，間接部門への人員配

非鉄の 化は，雇用と設

前の雇用増，３期前の雇用減

は，ほぼ同じ強さである。

るとみられる。

進させ， 化は生産能力に

期，２期前のそれは設備廃棄

置を誘う役割を果たしてい

備投資に規定されるが，他

，１期前の設備投資拡大が

化は雇用のバッファであ

代替している。２期前

を抑制する。 化は

る。

の要因には影響を及ぼさ

化をうながす。雇

ると同時に，生産能力

年代には

定する。１期，

しながら，間接

斜は，設備廃棄

されている傾向

．金属

金属の全期の

，非鉄の 化は，雇用と

２期前の雇用の縮小と設備

部門の人員を削減させる行

を拡大させ， 化は生産

がある。

化は，いかなる要因と

設備廃棄に規定され，設備廃

廃棄抑制が， 化を進展さ

動が 化を促進させる。

能力の更新あるいはその維持

も有意に関係せず，この現

棄（ ％有意水準）を規

せる。生産能力を維持

１期前の 化への傾

戦略を誘発する手段と

象は 年代前半と 年代

にも認められる

唯一他の要因

定関係にあり，

接部門に人員を

る。全期の

期前の 化

させ，間接部門

。

と有意な関係をみせる金属の

設備廃棄をも規定する。３期

増員し，生産能力は維持も

化の促進は，雇用を拡大さ

への傾斜は，設備廃棄を，

への人員配置を増強する手段

年代後半の 化は，

前の雇用増と設備投資減が

しくは縮小させるという行動

せ，１期前のそれは，設備

それぞれ抑制する。 化は

となっている。

雇用，設備投資と同時規

化を促進する。間

が， 化を進展させ

投資を，また，１期，２

生産能力の縮小を加速

―

．機械

機械では，そ

一の規定関係を

設備廃棄に規定

期前の設備廃棄

の全期の 化は，資本設

示す期間は認められない。

され，雇用，設備投資（ ％

拡大が 化をうながし

（ ）

備と同時規定関係にあり，

年代前半には， 化は，

有意水準），利益を規定する。

， 化は操業度を上げなが ―

雇用をも規定するが，同

雇用（ ％有意水準）と

１期前の雇用削減と２

ら，雇用を調整する手



段となっている

前のそれは，設

じさせている。
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傾向がある。一方，１期，２

備投資を拡大させ，増益をも

利益に及ぼす影響は，１期

学（第 巻・第１号）

期前の 化への傾斜は

もたらすが，２期前の

前が強い。 化は雇用と生

，雇用を増加させ，１期

化の促進は，利益を減

産能力不足を補い，増

減を経ながらも

年代後半の

を規定する。２

増強してもな

化の促進

減員を伴う生産

年代に入る

増益をもたらす手段とされて

機械の 化は，雇用と

期前の雇用増と３期前の設備

お不足する人員，生産能力に

は，雇用を減じ，３期前のそ

能力の拡大もしくは維持行動

と，機械の 化は，雇用

いる。

設備投資に規定され，雇用と

投資増が 化を進める

化は代替している。

れは，設備廃棄を抑制する

に帰着している。

，資本設備と同時規定関係

設備廃棄（ ％有意水準）

。人的，物的生産能力を

だが，１期，２期前の

傾向にある。 化は

を有するようになる。２

期前の雇用減と

を進展させる。

産能力縮小を経

の 化の促

の推進は，設備

１期前が若干強

割を果たしてい

設備投資増，３期前の設備

設備投資が及ぼす影響は，

験しながら，生産能力を更新

進は，雇用増を招き，１期前

投資を抑制する一方で，設備

い。 化は，人員増を伴

る。

投資抑制，１期，３期前の設

２期前の方が大きい。 化

する行動の手段とされてい

のそれは，設備投資を増加

廃棄を拡大させている。設

う生産能力の縮小あるいは更

備廃棄拡大が， 化

は，雇用に代替し，生

る。他方，１期，２期前

させ，２期前の 化

備投資に及ぼす影響は，

新行動を展開させる役

．電機

執筆時現在

化は，資

年代前半の

１期前の減益が

は，設備廃棄を

るが，その推進

で，日本の代表的産業から一

本設備に規定され，設備廃棄

電機の 化は，利益に規

化を進め，２期前の

抑制する。 化は人的，

は減益下の生産能力拡大ある

気に不況産業に転化したかの

を規定するが，同一の規定関

定され，設備廃棄と利益（

化の推進は，減益を招

物的資本に代替する消極的な

いは生産能力維持行動をも

感のある電機の全期の

係をみせる期間はない。

％有意水準）を規定する。

き，また，３期前のそれ

利益回復手段とみられ

たらす傾向にある。

年代後半

棄を規定する。

影響の方向は１

化を促進

れは，設備廃棄

か，あるいは生

年代には

の電機の 化は，設備廃

全期の設備廃棄の動向と３期

期，３期前は負，２期前は正

させる。他方，全期の

を拡大させる。 化は増

産能力の更新をもたらす手段

，その 化は，雇用，設

棄と利益（ ％有意水準）に規

前の減益が 化をもた

であるが，負の方が強い。

化への傾斜は，雇用を拡大さ

員してもなお不足する雇用を

として利用されている。

備投資，設備廃棄（ ％有意

定され，雇用と設備廃

らす。設備廃棄が及ぼす

減益と設備廃棄抑制が，

せ，１期，３期前のそ

補い，操業度を高める

水準），利益（ ％有意水

―

準）のすべての

と設備廃棄の抑

は，ほぼ同じ強

推進は設備廃棄

電機の

規定関係をも踏

要因に規定され，設備廃棄を

制，１期前の増益と３期前

さである。基本的に縮小行

を拡大させ， 化は操業

化は， 年代後半以降，操業

まえると，その 化は相

（ ）

規定する。２期前の雇用の縮

の減益が， 化に傾斜させ

動が 化を進める傾向に

度を向上させる手段としての

度を高める手段と位置づけ

対的に好ましい状況下では ―

小，１期前の設備投資

る。利益が及ぼす影響

ある。全期の 化の

性格をもつとみられる。

られているが，利益との

進められない消極的手法



とみられる。

．輸送

化の規定要因 パネルデータによる先決性の検定（伊藤・道明・井澤）

今やトヨタ，

決定されている

は，利益に規定

一時期と同じ関

年代後半に

期前の 化

によっても拡大

ホンダの希少な勝ち組を含む

が，同一の規定関係を有する

される以外の規定関係をもた

係である。

は，輸送の 化の規定

への傾斜は，設備投資と設備

される。 化は生産能力

輸送の全期の 化は，

期間は認められない。 年

ない。１期前の減益が

要因はみられず， 化は資

廃棄を拡大し，設備投資は

の更新を加速させる役割を果

いかなる要因とも独立に

代前半の輸送の 化

化を進める。電機の同

本設備を規定する。１

３期前の 化の促進

たしている。

年代の輸

用減が 化

は，雇用増をも

．精密

精密の全期の

係は，細分化し

送の 化は，雇用に規定

をうながし， 化は雇用

たらす傾向をもつ。

化は，雇用に規定され

た期間には認められない。

され，雇用（ ％有意水準）を

の代替手段に転化するが，２

，設備投資を規定するが，

年代前半の精密の 化

規定する。１期前の雇

期前の 化の促進

この全期と同一の規定関

は，設備投資，設備廃棄

（ ％有意水準）

定する。２期，

る。増益下の生

向を有する。他

棄を拡大させる

果たしている。

年代後半の

の雇用減と２期

，利益に規定され，設備投資

３期前の設備投資抑制，２期

産能力縮小行動が 化

方，１期前の 化の促進

傾向をもつ。 化は利益

精密の 化は，雇用と利

前の減益が 化に傾斜

，設備廃棄（ ％有意水準），利

前の設備廃棄拡大，３期前

進展の契機となり， 化は

は減益を招くが，３期前の

回復の手段として，生産能力

益に規定され，資本設備を

させる。 化は，雇用に代

益（ ％有意水準）を規

の増益が 化を進め

資本設備に代替する傾

それは設備投資と設備廃

の更新を進める役割を

規定する。１期，２期前

替する減益下の消極的

手段として利用

生産能力を維持

年代になる

雇用の縮小は，

化の役割

．その他

されている。１期，３期前の

する役割を担わされている。

と，精密の 化は，雇用

化をうながすが，１期

は，雇用の調節弁に転化する

化の推進は，設備投

とのみ同時規定関係を有す

，２期前の 化の進展は

。

資と設備廃棄を抑制し，

るようになる。１期前の

，雇用を拡大させる。

―

その他の全期

年代前半のそ

の減益が

投資と設備廃棄

減益を招く。

年代後半

の 化は，利益と同時規

の他の 化は，利益と同

化を進め， 化は消極的

を拡大し，生産能力更新の呼

には，その他の 化は，

（ ）

定関係にあるが，同一関係

時規定関係にあり，資本設

な性格をもつが，１期前の

び水となる。だが，３期前

設備投資（ ％有意水準）に規 ―

の認められる期間はない。

備をも規定する。２期前

化の推進は，設備

の 化への傾斜は，

定されるだけとなり，



他の要因を規定

産能力の拡大行

年代になる

立命館経済

することはない。３期前の

動を先導する役割を担う傾向

と，その他の 化は，

学（第 巻・第１号）

設備投資拡大が 化をう

がある。

いかなる要因とも規定関係を

ながす。 化は，生

みせず， 化は独立

に決定されるよ

４．むすびに

以上，わが

た個別企業の

決定メカニズム

（設備投資），有

うになる。

代えて

国製造業上場全企業（継続企業

パネルデータによる分析によ

の検証を試みてきた。使用

形固定資産減少額増減率（設

）を対象として，

って，産業（業種）別，分析対

した変数は， 比率，有形

備廃棄），期末従業員数増減率

の考え方に即し

象期間別に 化の

固定資産増加額増減率

（雇用），営業利益増減

率（利益）であ

合的に説明し，

企業群，細分化

別に分析し，最

るを得ない。本

次頁以下の

ている。分析対

る。本稿では，使用した変数

経営行動を全体像として把握

された分析対象期間を考慮す

終的にそれらを総合し，経営

稿では，まず 比率に焦

表１は，産業（業種）別，分析

象期間は 年から 年で

すべての因果律を検定し，諸

するという本来の作業を重

ると，複雑に過ぎるからで

行動のモデルを構築すると

点を合わせている。

対象期間別に， 比率規

あるが，この期間全体につ

変数間の因果関係を整

ねてはいない。分析対象

ある。したがって，変数

いうアプローチをとらざ

定要因を整理，要約し

いては，５％有意水準で

値によるグル

細分化された

をみせる業種は

だけが，全期と

分析対象期間を

向上している。

られる。

産業（業種）

ープ検定を行った結果だけを

期間を問わず，分析対象期間

，存在しない。製造業全社

同一の規定関係を示す期間を

細分化したことによって，決

変数と期間を特定すれば，

別の 化規定要因の変容

報告している。

全期に認められる諸変数間

（ 年代），化学（ 年代），金

有する。金属は 化が

定係数は相対的に高くなり

経営行動のモデル確定と判断

過程は，すでに詳述されてい

の関係と同一の規定関係

属（ 年代前半， 年代）

独立に決定されている。

，モデルとしての精度は

できる産業（業種）がみ

るので，ここでは再論

はしない。期間

立に決定され

関係しない産

利益と有意な関

製造業全社，

も含めて，以下

する産業（業種

別の全体の動向に言及する

る産業（業種）は，その他だけ

業（業種）は，木材である。製

係を示さない。

製造業１部全社，製造業２部

， 比率規定要因を変数

）は， 年代前半（木材を除く

にとどめたい。期間を問わず

である。 比率が設備投

造業全社，木材，ゴム，鉄鋼

全社を含み，また， ％有

別，期間別に整理すると，雇

，以下同じ）には，９産業（

， 比率が雇用と独

資，設備廃棄と有意に

，金属の 比率は，

意水準による検定結果を

用が 比率を規定

業種）， 年代後半（木材，

―

印刷を除く，以

を規定する産業

比率

（業種）である

５の産業（業種

比率が

下同じ）は， 産業（業種），

（業種）は，期間順に，それ

が設備投資に規定される産業

。 比率が設備投資を規定

）である。

設備廃棄によって規定される

（ ）

年代は， 産業（業種）で

ぞれ，６，９， の産業（業

（業種）は， 年代前半から

する産業（業種）は，期間順

産業（業種）は，期間を追っ ―

ある。 比率が雇用

種）である。

順に， ，９，８産業

に，それぞれ， ， ，

て，それぞれ，７，７，



雇用 設備

化の規定要因 パネルデー

表１ 産業（業

独立変数

設備 利益
産
（業

タによる先決性の検定（伊藤・道

種）別 化規定要因

業
種） 分析 雇用

明・井澤）

従属変数

設備 設備 利益
投資

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○

○

○

○ ○

廃棄

○ 全

○

○

○ １部

○

期間

社 ○

○

○

全社 ○

○

投資 廃棄

○ ○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○ ○

○

○

○ ２部

○

○

○ ○

食

○

○

全社 ○

○

品

○

○

○ ○

○

○

○

○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○

繊

○ ○

○

木

○ 紙

維 ○

○

材 ○

パ

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○ ○

○ 印

○ ○

○

化

○ ○

刷

学 ○

○

○ ○

○

○

○

―

○

○ ○

○

○ 石

○

（ ）

○

○

油 ○

○

―

○

○

○

○



雇用 設備
投資

立命館経済

独立変数

設備
廃棄

利益
産
（業

学（第 巻・第１号）

業
種） 分析

期間
雇用

従属変数

設備
投資

設備
廃棄

利益

○

○ ○

○ ○

○

○

○ ゴ

○

○ 窯

○

鉄

ム ○

○

○

業 ○

○

鋼

○

○ ○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○ ○

○

○ 非

○ ○

○

金

○

鉄

○

属

○

○ ○

○

○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○

○ 機

○

○

○ 電

○

○

械 ○

○

○

○

機

○ ○

○ ○

○

○ ○

○

○

○ ○

○

○

○

○

輸

○

精

○

○

送

密

○

○

○ ○

○

○

―

○

○

注 ○印は， 値

○

○ そ の

○

が，５％以下で有意な関係を，また，

（ ）

○

他

印は，５％超 ％以下で有意な関係

―

○ ○

○

○ ○ ○

を示している。



８の産業（業種

れぞれ，７，７

比率が

化の規定要因 パネルデー

）である。 比率が設備

，９産業（業種）である。

利益に規定される産業（業種

タによる先決性の検定（伊藤・道

廃棄を有意に規定する産業（

）は， 年代前半から順に

明・井澤）

業種）は，期間順に，そ

， ，２，４の産業（業

種）であり，

ある。

全体の傾向と

の関係は相対的

代には，弱くな

規定関係の変

には，雇用増が

比率が利益を規定する産

して，雇用との関係が強くな

に大きく変化していないとみ

ってきている。

容の有りようを雇用を視点に

化をうながす関係と雇

業（業種）は，それぞれ，６

る一方で，利益との関係は

られる。ただし，設備投資

まず整理すると，雇用によ

用減が 化を加速させ

，２，３産業（業種）で

弱くなるが，資本設備と

による規定関係は， 年

る 比率の規定関係

る関係のふたつがある。

後者の関係が

は， 年代前

いいがたい各

化推進の

他方，

められる業種

の産業（業種）

常識的なパターンと認められ

半から順に，７，６， の産

１産業（業種）を除く，残る

役割は 年代になると，雇用

比率が雇用を規定する関係を

は， 年代前半から期間順に

は， 化への傾斜が雇用

るが，この関係が傾向として

業（業種）であり， 年代後半

２，３，２の産業（業種）は

の受け皿の様相を強めてきて

みると， 化促進が雇用

，２，２，３の産業（業種）で

増を招いている。 化推

認識できる産業（業種）

， 年代のどちらとも

，前者の関係にある。

いる。

減をもたらす関係が認

あり，残る４，７，８

進は，雇用不足を雇用

増に先行して補

えると，この傾

が抑制される傾

設備投資と

資減が 化

は， 年代前

前者の関係が認

傾向として確認

完する手段とされている傾向

向は 年代後半には説明力を

向にあると解釈すべきであろ

比率の規定関係について

をうながす関係があり，常

半から順に，７，２，１産業

められる。 化が設備投

できるが， 年代後半には

が基本的に認められる。た

もつが， 年代には，雇用

う。

は，設備投資増が 化

識的とみられる後者の関係が

（業種）である。残る３，７，

資に肩代わりするという関係

， 化は設備投資を拡大し

だし，集計データを踏ま

調整に先行して 化

を促進する関係と設備投

認められる産業（業種）

７の産業（業種）には，

は， 年代前半にこそ

てもなお不足する生産

能力を補完する

化抑制に先行さ

一方，

るよりも縮小さ

１の産業（業種

れる。 年代こ

といえるが，

役割に転化し， 年代には

せている。

比率による設備投資の規定関

せる現象が，常識的と考えら

）に認められる。残る４，５

そ 化が設備投資に代替

化が設備投資に先行する

，本体の生産能力縮小を優先

係については， 化促進

れるが，この規定関係は，

，４の産業（業種）には，他

し， 年代にこの規定関係

という規定関係も並存してお

し，設備投資減を

が設備投資を拡大させ

期間を追って，６，６，

方の規定関係が認めら

は完全に少数派に転じた

り，一様な傾向は認め

―

られない。また

には，設備投資

設備廃棄と

備廃棄増が

の産業（業種）

は，設備廃棄減

， 化が設備投資に先行

縮小に先立ち， 化が抑

比率の規定関係を設備廃

化を招く現象が，常識的と

にみられる。 年代前後半の

が 化をもたらしている

（ ）

するという関係も 年代の傾

制されているとみられる。

棄による 比率の規定

判断されるが，この関係は

各１産業（業種）を除く２，

。生産能力の拡大もしくは ―

向と判断され， 年代

関係からみていくと，設

，期間順に，４，１，３

５，５の産業（業種）で

維持行動が 化に拍



車をかける傾向

棄を拡大させ

には， 化

立命館経済

が，相対的にではあるが，

るという現象は，６，２，７

による設備廃棄縮小という現

学（第 巻・第１号）

徐々に強くなってきている。

産業（業種）に認められ，１

象が確認できる。 化は

他方， 化が設備廃

，５，２の産業（業種）

， 年代後半には，生

産能力の拡大も

役割を果たして

利益と

前半から順に，

残る８，２，０

る 年代前半

っとも多い数を

しくは維持に貢献したが，

いるといえる。

比率の規定関係を，増益が

４，０，３産業（業種）であ

の産業（業種）は，減益が

の産業（業種）数は， 年代の

示している。 化の動向

年代前半と 年代には，操

化をもたらす現象から

り， 年代前半と 年代の各

化をうながしている。利

雇用による 比率規定

は 年代前半には，利益に左

業度向上の一手段という

確認していくと， 年代

１産業（業種）を除く，

益と有意な関係を有す

産業（業種）数と並ぶも

右されていた。一方，

への傾斜

１の産業（業種

製造業全社で

いる産業（業種

である。ただし

い。わが国経済

化を積極

が増益につながる産業（業種

）では， 化の促進は減

は認めることができなかっ

）は，繊維（ 年代），石油

，石油は，集計データを踏

を主導してきた代表的産業の

的に活用してきたとはいえな

）は，２，１，２産業（業種

益を招いている。

た， 化を利益獲得手段の

（ 年代前半， 年代後半， 年

まえると， 化の抑制が減

ひとつである電機は，利益

い。その電機が，雇用，資本

）であり，残る４，１，

ひとつとして活用して

代），機械（ 年代前半）

益をもたらす傾向が強

との関係をみるかぎり，

設備の大胆なスリム化

を強要せざるを

のは，電機はも

さざるを得なく

このような状

構築を要請され

方法の制約克服

言の方法はない

もちろん，変

得ない状況に追い込まれてい

とより，この電機を含むわが

なりうる状況を迎えている。

況下でいかに収益性を上げて

ている。本稿においても，こ

が必至となる大きな課題を残

。

数別の検証・分析結果を総合

る。もちろん，抜本的なリ

国の産業全体である。製品

「大空洞化」時代が到来する

いくか，ほとんどの産業（業

のような戦略を提言するに

しながらも，地道な検証作

し，整合的な経営行動のモ

ストラが求められている

の自社生産を大きく落と

可能性を否定できない。

種）が未体験の経営戦略

は至っていない。本稿の

業を重ねる以外に政策提

デルを構築するという作

業が政策提言の

れた，上場市

要性も残ってい

） 拙稿

紀要』，

前提作業として残されている

場区分による 化規定要

る。

「日本の製造業 化のメカ

第 号， 年３月，同「戦略的

ことはいうまでもなく，ま

因の相対的相違に，産業（業

注

ニズムとその影響―検証 株式会

要因としての 化 市場と

た，製造業全社で確認さ

種）別に検証を加える必

社『日本』―」『奈良大学

組織」『立命館経済学』，第

―

巻第２

センター

別

年２月。

株式会社

業 空洞

年２

号， 年４月，同「 化の

リサーチペーパーシリーズ』（

化のメカニズム パネルデータに

また，関連論稿として，以下も参

『日本』―」『経営情報研究』

化と 効果―検証 株式会社

月，同「日本の製造業 パネル

（ ）

メカニズム 企業規模と市場，

立命館大学），第 号，

よる先決性の検定」『立命館経済

照願いたい。拙稿「日本の製造

（摂南大学），第４巻第１号，

『日本』―」『経営情報研究』（

データによる 効果の分析
―

組織」『ファイナンス研究

年 月，同「産業（業種）

学』，第 巻第６号，

業 空洞化の実態―検証

年７月，同「日本の製造

摂南大学），第４巻第２号，

―検証 株式会社『日本』



―」『奈

―」『奈

「日・米

化の規定要因 パネルデー

良大学紀要』，第 号， 年３

良大学情報処理センター年報』，

・加製造業における自己資本経常

タによる先決性の検定（伊藤・道

月，同「 と雇用の流動化

第 号， 年９月。つぎの論

利益率決定メカニズムの解明」

明・井澤）

―検証 株式会社『日本』

稿も参照願いたい。拙稿

『立命館経済学』，第 巻第

２号，

『立命館

瑞西・阿

カニズム

利・白耳

常利益率

ニア・中

ージーラ

における

年６月，同「日・米・加非製

経済学』，第 巻第６号， 年２

蘭陀・西班牙・丁抹・瑞典・諾威

の解明」『奈良大学紀要』，第

義・瑞西・阿蘭陀・西班牙・丁抹

決定メカニズムの解明」『立命館

南米・アフリカ カ国（オースト

ンド・シンガポール・タイ・台湾

自己資本経常利益率決定メカニズ

造業における自己資本経常利益

月，同「欧州 カ国（英・独・

・芬蘭・愛蘭）製造業における

号， 年３月，同「欧州 カ

・瑞典・諾威・芬蘭・愛蘭）非

経済学』，第 巻第６号， 年

ラリア・香港・インドネシア・

・バミューダ・ブラジル・メキ

ムの解明」『立命館経済学』，第

率決定メカニズムの解明」

仏・伊・墺太利・白耳義・

自己資本経常利益率決定メ

国（英・独・仏・伊・墺太

製造業における自己資本経

２月，同「アジア・オセア

インド・マレーシア・ニュ

シコ・南アフリカ）製造業

巻第２号， 年６月，

同「アジ

シア・ニ

製造業に

８月。

） 拙稿

第 巻第

） 拙稿

紀要』，

ア・オセアニア・中南米・アフリ

ュージーランド・シンガポール・

おける自己資本経常利益率決定メ

「産業（業種）別 化のメカニ

６号，前掲。

「日本の製造業 化のメカ

第 号，前掲，同「戦略的要因と

カ カ国（オーストラリア・香

タイ・バミューダ・ブラジル・

カニズムの解明」『立命館経済学

ズム パネルデータによる先決

ニズムとその影響―検証 株式会

しての 化 市場と組織」

港・インドネシア・マレー

メキシコ・南アフリカ）非

』，第 巻第３号， 年

性の検定」『立命館経済学』，

社『日本』―」『奈良大学

『立命館経済学』，第 巻第

２号，前

サーチペ

ズム パ

） 本稿に

織」『立

視点とし

掲，同「 化のメカニズム

ーパーシリーズ』（立命館大学），

ネルデータによる先決性の検定」

おける生産能力のタイプの定義に

命館経済学』，第 巻第２号，

て，生産能力のタイプを類型化し

企業規模と市場，組織」『ファ

第 号，前掲，同「産業（

『立命館経済学』，第 巻第６号

ついては，拙稿「戦略的要因と

頁，前掲，を参照願いたい。ただ

ている。

イナンス研究センター リ

業種）別 化のメカニ

，前掲。

しての 化 市場と組

し，本稿では， 化を

―

（ ）

―



資料

表

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

従属変数
比率

業種
分析期間
独立変数

資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値

全 社 製造業１部

値

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

注 従属変数の

表

従属変数
比率

業種
分析期間
独立変数

比率は，階差である。

による

年 年 製

製造業２部

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

食 品

資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

―

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

注 従属変数の 比率は，階差である。

（ ）

―



表

従属変数
比率

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数

資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

繊 維

＋
＋
＋

＋
＋
＋

木 材

＋
＋
＋

＋
＋
＋

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

＋
＋
＋

＋
＋
＋

＋
＋
＋

＋
＋
＋

注 従属変数の

表

従属変数
比率

業種
分析期間
独立変数

資産増加額

比率は，階差である。

による

年 年 製

紙 パ

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

印 刷

値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

―

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

注 従属変数の 比率は，階差である。

（ ）

―



表

従属変数
比率

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数

資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

化 学 石 油

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

注 従属変数の

表

従属変数
比率

業種
分析期間
独立変数

資産増加額

比率は，階差である。

による

年 年 製

ゴ ム

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

窯 業

値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

―

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

注 従属変数の 比率は，階差である。

（ ）

―



表

従属変数
比率

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数

資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

鉄 鋼 非 鉄

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

注 従属変数の

表

従属変数
比率

業種
分析期間
独立変数

資産増加額

比率は，階差である。

による

年 年 製

金 属

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

機 械

値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

―

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

注 従属変数の 比率は，階差である。

（ ）

―



表

従属変数
比率

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数

資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

電 機 輸 送

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

注 従属変数の

表

従属変数
比率

業種
分析期間
独立変数

資産増加額

比率は，階差である。

による

年 年 製

精 密

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

そ の 他

値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

―

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

注 従属変数の 比率は，階差である。

（ ）

―



表

従属変数
資産増加額

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

全 社

（階差） （階差） （階差） （階差）

製造業１部

（階差） （階差）

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
資産増加額

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

製造業２部

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

食 品

（階差） （階差）

値

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
資産増加額

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

繊 維

（階差） （階差） （階差） （階差）
＋
＋
＋

＋
＋
＋

木 材

（階差） （階差）
＋
＋
＋

＋
＋
＋

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

＋
＋
＋

＋
＋
＋

＋
＋
＋

＋
＋
＋

表

従属変数
資産増加額

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

紙 パ

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

印 刷

（階差） （階差）

値

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
資産増加額

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

化 学

（階差） （階差） （階差） （階差）

石 油

（階差） （階差）

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
資産増加額

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

ゴ ム

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

窯 業

（階差） （階差）

値

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
資産増加額

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

鉄 鋼

（階差） （階差） （階差） （階差）

非 鉄

（階差） （階差）

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
資産増加額

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

金 属

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

機 械

（階差） （階差）

値

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
資産増加額

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

電 機

（階差） （階差） （階差） （階差）

輸 送

（階差） （階差）

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
資産増加額

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

精 密

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

そ の 他

（階差） （階差）

値

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
資産減少額

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

全 社

（階差） （階差） （階差） （階差）

製造業１部

（階差） （階差）

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
資産減少額

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

製造業２部

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

食 品

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
資産減少額

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

繊 維

（階差） （階差） （階差） （階差）
＋
＋
＋

＋
＋
＋

木 材

（階差） （階差）
＋
＋
＋

＋
＋
＋

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

＋
＋
＋

＋
＋
＋

＋
＋
＋

＋
＋
＋

表

従属変数
資産減少額

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

紙 パ

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

印 刷

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
資産減少額

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

化 学

（階差） （階差） （階差） （階差）

石 油

（階差） （階差）

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
資産減少額

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

ゴ ム

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

窯 業

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
資産減少額

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

鉄 鋼

（階差） （階差） （階差） （階差）

非 鉄

（階差） （階差）

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
資産減少額

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

金 属

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

機 械

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
資産減少額

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

電 機

（階差） （階差） （階差） （階差）

輸 送

（階差） （階差）

値
従業員数
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
資産減少額

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

精 密

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

そ の 他

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
従業員数

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

全 社

（階差） （階差） （階差） （階差）

製造業１部

（階差） （階差）

値
資産減少額
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
従業員数

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

製造業２部

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

食 品

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
従業員数

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

繊 維

（階差） （階差） （階差） （階差）
＋
＋
＋

＋
＋
＋

木 材

（階差） （階差）
＋
＋
＋

＋
＋
＋

値
資産減少額
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

＋
＋
＋

＋
＋
＋

＋
＋
＋

＋
＋
＋

表

従属変数
従業員数

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

紙 パ

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

印 刷

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
従業員数

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

化 学

（階差） （階差） （階差） （階差）

石 油

（階差） （階差）

値
資産減少額
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
従業員数

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

ゴ ム

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

窯 業

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
従業員数

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

鉄 鋼

（階差） （階差） （階差） （階差）

非 鉄

（階差） （階差）

値
資産減少額
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
従業員数

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

金 属

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

機 械

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
従業員数

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

電 機

（階差） （階差） （階差） （階差）

輸 送

（階差） （階差）

値
資産減少額
値
値
値

値
営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
従業員数

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

精 密

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

そ の 他

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値

―

営業利益
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
営業利益

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

全 社

（階差） （階差） （階差） （階差）

製造業１部

（階差） （階差）

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
営業利益

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

製造業２部

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

食 品

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値

―

従業員数
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
営業利益

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

繊 維

（階差） （階差） （階差） （階差）
＋
＋
＋

＋
＋
＋

木 材

（階差） （階差）
＋
＋
＋ ８

＋
＋
＋

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

＋
＋
＋

＋
＋
＋

＋
＋
＋

＋
＋
＋

表

従属変数
営業利益

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

紙 パ

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

印 刷

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値

―

従業員数
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

営業利益

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

化 学

（階差） （階差） （階差） （階差）

石 油

（階差） （階差）

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
営業利益

業種
分析期間
独立変数
比率

による

年 年 製

ゴ ム

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

窯 業

（階差） （階差）
値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

―

値
従業員数
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数

化の規定要因 パネルデー

による

年 年 製

タによる先決性の検定（伊藤・道

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

明・井澤）

析結果要約表

営業利益

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

鉄 鋼

（階差） （階差） （階差） （階差）

非 鉄

（階差） （階差）

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
営業利益

業種
分析期間
独立変数
比率

による

年 年 製

金 属

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

機 械

（階差） （階差）
値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

―

値
従業員数
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―



表

従属変数
営業利益

立命館経済

による

年 年 製

学（第 巻・第１号）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

析結果要約表

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値
値

値
資産増加額
値
値
値

電 機

（階差） （階差） （階差） （階差）

輸 送

（階差） （階差）

値
資産減少額
値
値
値

値
従業員数
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

表

従属変数
営業利益

業種
分析期間
独立変数
比率

値
値

による

年 年 製

精 密

（階差） （階差）

因果関係分析 パネルデータ分

造業業種別・期間別分析結果

（階差） （階差）

析結果要約表

そ の 他

（階差） （階差）

値

値
資産増加額
値
値
値

値
資産減少額
値
値
値

値

―

従業員数
値
値
値

値
会社数（ ）
観察数（ ）

（ ）

―
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